事前評価調書（事業費10億円以上）
	事業名
	動物愛護管理センター（仮称）整備事業

	担当部署
	環境農林水産部　動物愛護畜産課　総務・企画グループ（連絡先06－6210－9614）

	事業箇所
	大阪府羽曳野市尺度（地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　大阪府食とみどり技術センター内）

	目的
	現在、府の動物関連施設は、大阪市の森之宮にある犬管理指導所と高槻市にある一時保護センターにおいて行っているが、施設の老朽化が著しく、狭あいであり、公衆衛生の向上を中心とした動物行政から、動物の愛護の普及啓発を中心とした動物行政への転換に向けた十分な対応が出来ないのが現状である。

動物とのふれあいを通じてやさしい心を育み、命の尊さを学ぶなど、動物の愛護の普及啓発を中心とした動物行政に転換に向け、動物愛護管理センター(仮称)を整備し、動物収容能力の向上や飼育環境の改善、動物愛護精神の普及啓発を図り、動物の引取り数の削減と譲渡を推進し、殺処分ゼロを目指す。
また、センターでは狂犬病を含む動物由来感染症に対する予防対策を行うとともに、危機管理事象発生時には、被災動物等の救護施設と位置づけるなど、府民の安全、安心の基盤づくりの役割を担う。

	内容
	○敷地面積　約１．７ｈａ　

○事業内容
(1)動物愛護管理センター(仮称）整備事業

・施設学習型ゾーン整備　　約7,000㎡
　　　　　　　　　　建築延床面積　（RC造2階建）　 　　　　　　 2,500㎡
　　　　　　　　◇愛護啓発・事務管理棟　　　　　　　　　　 　　 　　706㎡

　　　　　　　　　（事務室、指導面談室、ふれあい・しつけ方施設、会議室等）

◇動物保護収容・措置棟(焼却含む)　　　  　  　　  1,794㎡

　　　　　　　　　（収容施設、治療・検査室、焼却炉含む措置施設等）
　　　　　　　　◇その他（駐車場、多目的広場、収容犬運動場等）

・自然活用型ゾーン整備　 約 10,000㎡
　　　　　　　　◇ドッグラン、イベント広場、東屋、散策路
(2)代替農地整備事業　　　　約7,000㎡
◇センター予定地において(独)大阪府立環境農林水産総合研究所が有している農業的機能を移転する。

：ハウス11棟(1,333㎡)、ガラス温室１棟（213㎡）、農業用車両庫（250㎡）、農地･通路（5,200㎡）

	事業費
	全体事業費：約20億円

（内訳）調査費等　　　約1億円

　　　　　工事費　　　　　約19億円

	
	【事業費の積算根拠】

工事費概算書より
	【工事費の内訳】

施設学習型ゾーン整備　　約16億円
自然活用型ゾーン整備　　約1.2億円

代替農地整備　　　　　　約1.8億円

	事業費の変動要因
	【他事業者との協議状況】
特に無し　

	維持管理費
	機械設備維持管理費等　44,000千円/年

	関連事業
	


	上位計画等に

おける位置付け
	大阪府動物愛護管理センター（仮称）基本構想（平成24年3月策定）

	事業を巡る社会

経済情勢等
	○　核家族、少子高齢化などに伴い、犬やねこなどの愛玩動物を飼養する人が増加するとともに、その価値も単なる「愛玩物」から、潤いや安らぎをもたらす家族の一員として捉える人が多くなるなど、生活における動物の重要性は高まっている。
○　一方で、動物の不適正飼養による近隣とのトラブルや安易な飼育放棄、動物虐待などが社会問題となっている。

○　また、野生鳥獣については、都市化の進展等により、交通事故や建築物への衝突など、傷つく野生鳥獣が増え、自然保護や生物多様性の保全の観点から対策が求められている。
○　大阪府では、人と動物が共生出来る社会の実現を目指し「大阪府動物愛護管理推進計画」を策定し、動物愛護行政を推進する中、現在の動物関連施設は、老朽化が著しく、狭あいであるため新たな事業展開を図ることができないことや、一部施設が遠隔地にあり、府獣医師が行う治療行為や見学者の来場に極めて不便であり、適正飼養の普及啓発など動物愛護行政を実践していく拠点となる新たな拠点施設が必要となっている。
○　傷ついた野生鳥獣の救護については、「大阪府鳥獣保護事業計画」に基づいて、野生復帰を目指した救護活動を実施しているが、リハビリに必要な施設がないことから、保護飼養等の拠点施設が必要である。


	地元の協力体制等
	○H22年より地元市長へセンター整備概要説明

○H23年より地元自治会役員へセンター整備概要説明
　自然活用型ゾーンの整備を加えるとともに、焼却炉の排気、防音・防臭対策などの環境対策を行うことで、センター整備については概ね了解。
○今後、地元住民に対して基本計画素案を説明する予定。（平成25年2月中旬予定）

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	○　現在は、動物種ごとに分かれている相談窓口や収容（飼養）場所が、動物愛護管理センターに機能集約されることで、府民へのサービス向上及び事業の効率化が図れる。
○　愛護機能を付加し、動物の保護収容能力、飼育環境を改善した施設整備することにより、動物愛護精神の普及、譲渡事業の推進、引取り数削減に取り組み、殺処分ゼロを目指し、
人と動物が共生できる社会の実現につなげることが出来る。
○　災害等緊急時については、関係機関等と連係協力の下、救護体制の拠点施設とし、動物の救護及び人への危害防止等により、府民の安全、安心を確保する。


	定性的分析
	○　現在は、動物種ごとに分かれている相談窓口や収容（飼養）場所が、動物愛護管理センターに機能集約されることで、府民へのサービス向上及び事業の効率化が図れる。

○　愛護機能を付加し、動物の保護収容能力、飼育環境を改善した施設整備することにより、動物愛護精神の普及、譲渡事業の推進、引取り数削減に取り組み、殺処分ゼロを目指し、

人と動物が共生できる社会の実現につなげることが出来る。
○　災害等緊急時については、関係機関等と連係協力の下、救護体制の拠点施設とし、動物の救護及び人への危害防止等により、府民の安全、安心を確保する。




	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	【予定年度】
平成23年度　　　基本構想

平成24年度　　　基本計画

平成25～26年度　基本設計・実施設計

平成26年度末～平成28年度　工事

	完成予定年度
	平成28年度6月竣工、以降供用開始予定

	代替手法との

比較検討
	○動物愛護機能を付加し、動物保護収容能力、飼育環境を改善した施設整備をするためには、
一定の面積が必要であるため、現在の犬管理指導所での増築整備は困難である。

なお、森之宮地区にある犬管理指導所は、平成23年2月に策定された「府立成人病センターの移転を前提とした大手前・森之宮地区の土地利用基本計画」(素案)において、森之宮地区におけるまちづくり計画地の一部として検討されており、平成28年度には撤去を予定。


	自然環境等への

影響とその対策
	○排水処理対策について
動物排水については、施設内でメッシュバスケットを備えた粗集器で、体毛や糞などの固形物を濾し取るなどの対策を講じた後、下水道本管へ放流するため環境への影響は少ない。

○防臭対策について
1日1回以上は、清掃･洗浄・殺菌消毒を行ない、悪臭発生源を抑制するとともに、動物を飼育する建物を密閉構造とし、臭気の漏出を防止する対策を講じる。

併せて、脱臭装置を設け、臭気物質を取除いた後に排気することにより環境への影響を軽減。
○防音対策について
動物保護収容する部屋等は、密閉構造とするなどの対策や、動物の運動場の整備箇所や運動時間を工夫することにより環境への影響を軽減する。
○焼却炉について
不完全燃焼や冷却再合成を防ぐ焼却炉を選定するとともに、動物以外のものを焼却しないなど、ダイオキシンの発生を抑制する対策やサイクロン集塵機により、排ガスを無煙化する対策を講じることにより環境への影響は少ない。

	その他特記事項
	


	外部の専門家

による意見等
	

	意見等への対応
	


	対応方針
	事業実施
＜判断の理由＞

現状の府動物関連施設は、老朽化が著しく狭あいであることから、動物の引取り数の削減と譲渡の推進などにより、殺処分ゼロを目指した動物愛護の普及啓発を中心とした動物行政への転換に向けた十分な対応ができないため、動物収容能力や飼育環境の向上、動物愛護機能を付加した新たな施設の整備が必要である。




